
「日本学術会議のより良い役割発揮に向けて」
（令和３年４月２２日日本学術会議総会決定）
に掲げた具体的な取組事項の進捗状況

（令和３年１０月２８日 日本学術会議）



１「日本学術会議のより良い役割発揮に向けて」に掲げた
具体的な取組事項の進捗状況

具体的な取組事項 進捗状況

国際学術団体に役員レベルで参加拡大を
追求

 役員レベルでの参加拡大に向けて、国際学術会議（ISC)傘下の国
際学術団体役員を務める会員等と意見交換会を実施（8月）

 国際学術会議（International Science Council, ISC）総会に
おいて、小谷元子連携会員（東北大学理事・副学長）を次期会長
に、白波瀬佐和子会員（東京大学大学院人文社会系研究科教
授）を財務担当副会長に選出（10月）

国際活動全体を俯瞰した連携強化の戦
略・対応  国際委員会において国際活動の戦略に関する検討を開始

英国王立協会等、世界のリーディングアカデ
ミーとの交流・連携強化

 英国王立協会会長との会談（1月）、ドイツ・カナダ・英国の各アカデ
ミー会長経験者等との会談（7月）を実施。

国際活動に参加する会員、国際学術団体
役員等が交流・連携するプラットフォームの
設置検討

 国際学術団体との連携強化を目的として、国際学術団体役員を務
める会員等との交流・連携に向けた会合を実施（8月） １

（１） 国際活動の強化 ※赤字部分は9月30日付け資料からの変更箇所（以下同じ）



（２） 意思の表出と科学的助言機能の強化
具体的な取組事項 進捗状況

委員会・分科会間の横断的な交
流・連携、合同審議・提言などを可
能にし、その結果を検証する仕組み
の整備

 幹事会の下に 「委員会等連絡会議」を置き、課題ごとに関係する委員会・
分科会間が連携するとともに、連絡会議を開催したときは、議題・審議の概
要を幹事会に報告する体制を構築（6/24幹事会決定）
・カーボンニュートラル（ネットゼロ）に関する連絡会議（6/24設置）
・パンデミックと社会に関する連絡会議（7/29設置）
・持続可能な発展のための国際基礎科学年2022連絡会議（7/29設置）

会長、幹事会が主導した課題設定、
横断的審議、意思の表出

 提言等の在り方の見直し、中長期的に検討する課題について、「在り方報告
書」の内容を具体化した幹事会からの提案に関して、会員及び分科会委員
長等を務める連携会員との意見交換を実施（10月）（次回総会で決定予定）

 会長・幹事会主導で分野横断的な課題を検討する課題別委員会の設定
・我が国の学術の発展・研究力強化に関する検討委員会（6/24設置）
・ヒトゲノム編集技術のガバナンスと基礎研究・臨床応用に関する委員会（7/29設置） など

会員・連携会員の意識変革
 アンケートや意見交換の実施（昨年11月、12月、本年3月、10月）

 記者会見資料等の情報共有 ２



（３） 対話を通じた情報発信力の強化
具体的な取組事項 進捗状況

記者懇談会の定例化  毎月の幹事会終了後の記者会見の定例化（昨年10月～）

産業界、専門職団体等との連携
（大学関係団体、NPO・NGO等）

 学協会との連携（例：日本医学会連合と連携して新型コロナウイルス感染症関連シ
ンポジウムを共同で主催、関連学協会連合体との意見交換会の実施）

 産業界出身の会員・連携会員を政府・産業界・市民との連携強化分
科会委員として追加（6月）

 国立大学協会、公立大学協会、日本私立大学連盟、日本私立大学
協会との意見交換の実施（7月～9月）

国民との対話、学術フォーラム・公開シン
ポジウム等の動画配信の推進

 国民向けにわかりやすいパンフレット、リーフレットの作成（3月）

 学術フォーラムのオンライン開催・動画配信を開始
 学術会議外の広報業務関係者を学術会議アドバイザー（広報担当）
として委嘱（10月）

 ノーベル物理学賞受賞及びISC役員選挙について、会長談話の発出、
会長メッセージ動画の公表(ノーベル賞)、記者会見の実施(ISC選挙)（10月）

解決が求められる社会的課題の関係者
との対話・協働

 学術会議関係者と府省関係者が情報交換する会合の開催
（例：防災に関する日本学術会議・学協会・府省庁の連絡会の開催（8月）） ３



（４）会員選考、（５）事務局機能
具体的な取組事項 進捗状況

会員候補選考に関する説明責任の強化  「在り方報告書」の内容を具体化した幹事会からの提案に関して、会
員との意見交換を実施（10月）

事務局機能の強化

 課題ごとに関係する委員会・分科会間が連携する委員会等連絡会
議に関する事務を処理するため、事務局に「総合企画調査推進チー
ム」を設置（6月）

 会議のオンライン化やデジタル化の進展に応じたシステム環境の整備

 事務局職員の定員要求、学術調査員経費の予算要求

４



２ 会員との意見交換の概要について
【意見交換の概要】
日 程：令和３年１０月５日～７日（９０分×７回オンライン）
参加会員：１２６名（幹事会構成員を除く） ※10月13日、18日 分科会委員長等を務める連携会員62人に提言等の見直しについて説明意見交換を実施（計３回）

対 応 者 ：会長及び副会長（学術会議大会議室） ※各部の部長、副部長、幹事もオンラインで適宜参加
意見交換の内容：提言等の見直しについて、会員選考プロセスの見直しについて、その他

○提言等の対象を明確にすべき。政府に対するものだけでなく、国民に対して伝えることも必要。
○提言は中長期的視点俯瞰的視野分野横断的なものとし、学術（科学者コミュニティ）を代表する意見として発出することに賛同。課題設定の段階から幹事会による
調整を行いながら進めるという方向性はよい。

○意思の表出に多くの種類があるため、カテゴリーを見直したり、新たな仕組みを取り入れるなら、政府や国民に対してわかりやすく周知することが重要。
○職務の独立性に留意した上で、提言等の作成に当たり関係省庁と意見交換を行うことは非常に有意義。
○提言等を発出する際の適切な情報発信とともに、提言等がどのように活用されたか確認することが必要。
○緊急に科学的助言が求められる際に、機動的に対応できる仕組みを構築しておいたほうがよい。
○提言等の発出に特化しないような分科会活動の見直しや分科会の再編成の必要性に同意。他方、分野ごとの分科会によるボトムアップの活動や意見の多様性が学
術会議の特徴であることから、分科会機能との両立を図るべき。

（２）提言等の見直しに関する主な意見

○「日本学術会議のより良い役割発揮に向けて」（令和3年4月22日日本学術会議総会）に基づき幹事会において検討している見直し案に賛同する意見が大勢。
○具体的な取組を進めるに当たっては、提言等の見直しや会員選考プロセスの見直し等について、さらなる検討や配慮を求める意見あり（２．３．参照）

（１）会員からの意見の傾向

５



○学術会議はどういう存在意義で、何をやるところなのか。会社でいう企業理念やビジョンをもう少しはっきりさせて、目的が何で、どこに向かっているのかという点について、会
員各自の行動につながるようなものが必要。

○YouTubeの動画配信、オンデマンドでアクセスできるコンテンツの用意、ユーザーフレンドリーなインターフェースなど、学術会議の活動を知ってもらうための広報活動の充実
が必要。

○国際的な役割が重要。世界の学術団体としっかり連携をとりつつ貢献を果たすとともに、我が国の政策制度への反映を促すと役割が大事。

○組織運営における執行部の負担が大きく、継続性の観点からも、効率化省力化を検討すべき。また、シンポジウムの承認など内部手続きの迅速化も要検討。

○学術会議として求められる役割を発揮するためには、活動に必要な予算の確保と、専門スタッフの雇用を始めとする事務局機能の増強が必要。

○CSTIとはミッションが異なることから、CSTIと同じ考えになる必要はない。国民目線で科学技術に従って論理的な回答を出すことが学術会議として果たすべき役割。

（４）その他

○基本方針や選考方針を定めて具体的な基準や手続きを明確化することに賛同。その際、次期の課題を設定し、学術会議会員として求められる会員像をあらかじめ明
らかにしておく必要。他方、次期の活動を前の期が縛ってしまうことにならないよう配慮が必要。

○学術会議の独立性に留意しつつ、会員選考に関する基本的な方針を定めるに当たり、外部の有識者の意見を聴くことは有意義。他方、どのような分野の有識者に、ど
のような基準でお願いするのかについては、慎重な検討が必要。

○分野ごとのバランスや多様性を担保した上で、既存の分野だけでなく、学際分野や新分野から会員候補者を選考することは重要。他方、そのような分野は評価が難し
く、既存分野とのバランスにも留意する必要。

○今回の見直しにより、会員任命問題の解決につながることを期待。

（３）会員選考プロセスの見直しに関する主な意見

※表記に当たり、複数の意見を１つに集約しているものがある。 ６



３ 国際活動の重要性について
（１）日本の科学者の内外に対する代表機関である学術会議にとって、国際活動は主要な活動の一つ。

学術の進歩と世界の諸問題の解決に寄与。

（２）現在、学術会議は、44の国際学術団体に加入し、国内の委員会と連携しながら、代表者の派遣等を通じて
運営・審議に参画。
・国際学術団体における国際基準制定の議論に参画することで、日本の学術の国際基準への反映に貢献。※1

・Ｇサイエンス学術会議（Ｇ７サミットに向けた政策提言を行うことを目的としたＧ７参加アカデミーによる会合）やＳ20（Ｓ20サ
ミットに向けた政策提言を行うことを目的としたＧ20参加アカデミーによる会合）の共同声明などの取りまとめに参画し、
各国アカデミー等と連携。 ※2

・科学者間のネットワーク機能を活かし、学術会議が我が国アカデミアの窓口となって、国際学術団体が推進
するプロジェクト等に会員等を紹介。

⇒ これらの国際的な学術ネットワークに継続的に参加し、国際連携に貢献することで、国際学術団体役員
の輩出、課題設定等を通じた日本の学術の国際的プレゼンス向上に寄与。
（令和３年10月の国際学術会議（ISC）理事会選挙において、小谷元子連携会員が次期会長に、

白波瀬佐和子会員が副会長に選出）

（３）今後も、国際学術団体や各国アカデミーとの交流・連携を強化し、学術会議の国際活動やその成果を社会へ
還元、発信力強化を推進。

※1 学術会議加入団体における、日本で発見された新元素の命名権の獲得（ニホニウム）やＧＳＳＰ（国際標準模式層断面とポイント）への千葉セクション（チバニアン）の承認

※2 Ｇ令和元年に日本学術会議が主催したＳ20では、「海洋生態系への脅威と海洋環境保全」をテーマに取り上げ、共同声明を取りまとめた。 ７



 

日本学術会議会長談話 

 

眞鍋淑郎先生のノーベル物理学賞受賞を祝して 

 

 この度、眞鍋淑郎先生（プリンストン大学客員研究員、国立研究開発法人海洋

研究開発機構フェロー）が、ドイツマックスプランク気象学研究所のクラウス・

ハッセルマン名誉教授、イタリアローマサピエンツァ大学のジョルジョ・パリー

ジ教授とともに、ノーベル物理学賞を受賞されました。先生の御受賞を心よりお

慶び申し上げます。この度の受賞を、日本学術会議会長として大変誇りに思いま

す。 

 

 眞鍋先生の今回の受賞は、大気中の二酸化炭素濃度と気候変動との関連につ

いて物理モデルに基づきコンピューターを用いて予測されたもので、大気大循

環と海洋大循環を組み合わせた大気海洋結合モデルの開発により、地球の気候

の形成と変動のメカニズム及び人類が気候に及ぼす影響に関する知識の基礎を

築いた業績が高く評価されたものです。 

 

気候変動の定量的な予測を可能とした眞鍋先生の業績は、今や全人類共通の

課題となっている気候変動に関する基礎的な研究として、複雑な地球の気候が

どのようなメカニズムで成り立っているのかという本質を見抜いてモデル化し、

温室効果ガスの増加による地球温暖化を物理法則に基づく数値シミュレーショ

ンによって初めて明らかにされたもので、まさにノーベル賞にふさわしいもの

です。アメリカに拠点を移されてからも、日本の研究者を気にかけてくださり、

日本の気候モデル研究の推進にも様々な側面から御尽力いただきました。 

眞鍋先生におかれては、引き続き研究の第一線で御活躍いただくとともに、後

進の育成や学術界及び社会に対する発信にも力を発揮していただきたいと思い

ます。 

 

 今回の眞鍋先生の受賞を機に、カーボンニュートラルに関する科学研究と対

策の実行の重要性を改めて認識するとともに、優れた若手研究者を育成し、そう

した人材が活躍できる研究環境を整備していく必要性を痛感しています。日本

学術会議においては、カーボンニュートラルや研究力強化に関する議論を進め

ているところであり、人文・社会科学、生命科学、理学・工学の各分野の横断的

かつ総合的な取組を通じ、我が国の科学者を代表する機関として、その役割のよ

り良い発揮に向けて力を尽くしてまいります。 

 

令和３年 10月 15日 

 日本学術会議会長 梶田 隆章 



日本学術会議会長談話 

 

 

国際学術会議（ISC）の理事会役員選挙における 

日本人役員の選出について  

 

１．10 月 14 日、国際学術会議（International Science Council, ISC）の理事会

選挙が行われ、小谷元子日本学術会議連携会員（23、24 期会員、東北大学

理事・副学長）が次期会長（President-Elect）に、白波瀬佐和子日本学術会

議会員（東京大学大学院人文社会系研究科教授）が財務担当副会長（Vice-
President for Finance）に選出されたことを歓迎します。 

 

２．今回の小谷先生、白波瀬先生の選出は、これまでのお二人の優れた研究業

績と国際的な学術活動への貢献を背景として、今後お二人が ISC をリードし

ていくことへの世界の学術界の期待の表れであり、日本の学術への高い信頼

の結果でもあると考えます。 
 
３．日本学術会議としては、今後とも、ISC と連携しながら、世界の学術の発

展、世界的課題の解決に向け、積極的に貢献していきます。 
 
 
 

              令和 3 年 10 月 15 日 
日本学術会議会長 梶田隆章 
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